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○北海道立都市公園条例施行規則 

昭和50年８月１日規則第50号 

改正 

昭和53年３月31日規則第10号 

昭和55年３月31日規則第33号 

昭和59年４月１日規則第54号 

昭和60年７月１日規則第50号 

昭和63年４月１日規則第53号 

昭和63年11月７日規則第107号 

平成元年３月31日規則第38号 

平成元年３月31日規則第68号 

平成３年10月18日規則第84号 

平成４年３月31日規則第38号 

平成９年４月３日規則第64号 

平成10年６月30日規則第103号 

平成12年３月31日規則第159号 

平成12年７月21日規則第251号 

平成15年７月４日規則第80号 

平成15年８月８日規則第96号 

平成16年12月17日規則第133号 

平成17年３月４日規則第２号 

平成18年６月23日規則第96号 

平成21年11月13日規則第95号 

平成22年３月31日規則第45号 

平成24年３月30日規則第51号 

平成26年３月28日規則第30号 

平成29年３月31日規則第32号 

令和元年７月23日規則第17号 

令和２年３月31日規則第33号 

令和３年３月31日規則第34号 

令和５年３月17日規則第14号 

令和８年３月31日規則第24号 

北海道立都市公園条例施行規則をここに公布する。 

北海道立都市公園条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 北海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号。以下「条例」という。）の施行につ

いては、別に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。 

（公園施設の設置又は管理の許可申請） 

第２条 都市公園法（昭和31年法律第79号。以下「法」という。）第５条第１項に規定する申請書

は、次の各号の区分に応じ、当該各号に定める様式によらなければならない。 

(１) 公園施設の設置の許可の申請に係る場合 別記第１号様式 

(２) 公園施設の管理の許可の申請に係る場合 別記第２号様式 

(３) 許可を受けた事項の変更の許可の申請に係る場合 別記第３号様式 

２ 前項の申請書には、次の各号の区分に応じ、当該各号に定める書類を添付しなければならない。 

(１) 前項第１号の場合 次に掲げる書類 

ア 設計書及び仕様書 

イ 位置図、平面図、断面図、詳細図、姿図及び意匠配色図 
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ウ 事業計画書及び収支概算書 

エ 供用及び管理に関する計画書 

オ 申請者が法人の場合にあっては、定款、寄附行為又は規約、登記事項証明書及び許可申請

に関する意思決定を証する書類 

(２) 前項第２号の場合 前号ウからオまでに掲げる書類 

(３) 前項第３号の場合 第１号又は前号に掲げる書類のうち当該変更に係るもの 

（都市公園の占用の許可申請） 

第３条 法第６条第２項に規定する申請書は、別記第４号様式によらなければならない。 

２ 法第６条第３項に規定する申請書は、別記第５号様式によらなければならない。 

３ 前２項の申請書には、次の各号に掲げる書類（第２項の申請書にあっては、当該変更に係るも

のに限る。）を添付しなければならない。 

(１) 設計書及び仕様書 

(２) 位置図、平面図、断面図、詳細図、姿図及び意匠配色図 

(３) 申請者が法人の場合にあっては、定款、寄附行為又は規約、登記事項証明書及び許可申請

に関する意思決定を証する書類 

（行為の許可の申請） 

第４条 条例第４条第１項前段の許可又は同項後段の許可の申請は、別記第６号様式又は別記第７

号様式の申請書を提出して行うものとする。 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類（条例第４条第１項後段の許可の申請書にあっては、

当該変更に係るものに限る。）を添付しなければならない。 

(１) 位置図 

(２) 事業計画書 

(３) 申請者が法人の場合にあっては、定款、寄附行為又は規約、登記事項証明書及び許可申請

に関する意思決定を証する書類 

（工作物等を保管した場合の公示の場所） 

第４条の２ 条例第８条の３第１項第１号の規則で定める場所は、当該公園管理者の事務所（関係

総合振興局又は関係振興局の事務所をいう。以下同じ。）の掲示場とする。 

（保管工作物等一覧簿の様式及び備え付ける場所） 

第４条の３ 条例第８条の３第２項の規則で定める様式は、別記第７号様式の２とする。 

２ 条例第８条の３第２項の規則で定める場所は、当該公園管理者の事務所又は当該公園の管理事

務所とする。 

（競争入札における掲示事項等） 

第４条の４ 条例第８条の６第１項及び第２項の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

(１) 当該競争入札の執行を担当する職員の職及び氏名 

(２) 当該競争入札の執行の日時及び場所 

(３) 契約条項の概要 

(４) その他知事が必要と認める事項 

（工作物等を売却する場合の公示の場所） 

第４条の５ 条例第８条の６第１項の規則で定める場所は、当該公園管理者の事務所とする。 

（工作物等の返還に係る受領書の様式） 

第４条の６ 条例第８条の７の受領書の様式は、別記第７号様式の３とする。 

（工事の完了等の届出） 

第５条 条例第９条の規定による届出は、当該工事の完了等の日から７日以内に、次の各号の区分

に応じ、当該各号に定める様式の届出書を提出して行うものとする。 

(１) 条例第９条第１号の規定による公園施設の設置又は都市公園の占用に関する工事を完了

したときの届出に係る場合 別記第８号様式 

(２) 条例第９条第１号の規定による公園施設の設置若しくは管理又は都市公園の占用を廃止

したときの届出に係る場合 別記第９号様式 

(３) 条例第９条第１号の規定による法第10条第１項の規定により都市公園を原状に回復した
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ときの届出に係る場合 別記第10号様式 

(４) 条例第９条第２号の規定による届出に係る場合 別記第10号様式の２ 

(５) 条例第９条第３号の規定による届出に係る場合 別記第11号様式 

(６) 条例第９条第４号の規定による届出に係る場合 別記第12号様式 

（使用料の徴収） 

第６条 条例第10条第１項に規定する使用料（以下「使用料」という。）は、次の区分により徴収

する。ただし、年度の中途において許可したものその他これにより難いものについては、随時に

徴収する。 

区分 納期限 

前期分（４月１日から９月30日までの間に係るもの） ４月末日 

後期分（10月１日から翌年の３月31日までの間に係るもの） 10月末日 

２ 既納の使用料は、これを還付しない。ただし、使用者の責めに帰することができない理由によ

って使用が不可能になったと知事が認めた場合は、この限りでない。 

３ 使用料の額が年額又は月額で定められている場合において、使用の期間に１年未満又は１月未

満の端数があるときは、月割り又は日割りにより計算する。 

（使用料の額） 

第７条 条例第10条第２項の規定による使用料の額は、別表のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、使用の期間が１月に満たない場合（公園施設を設置する場合又は都

市公園を占用する場合に限る。）における使用料の額は、年額又は月額を日割りにより計算した

額に100分の110を乗じて得た額とする。 

（使用料の減免申請） 

第８条 条例第12条の規定により使用料の減免を受けようとする者は、別記第13号様式の申請書を

提出しなければならない。 

（電子メールによる提出） 

第９条 この規則の規定により提出する書類は、当該書類に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。）をあらか

じめ指定された電子メールアドレスに電子メールにより送信して提出することができる。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和53年３月31日規則第10号） 

この規則は、昭和53年４月１日から施行する。 

附 則（昭和55年３月31日規則第33号） 

この規則は、昭和55年４月１日から施行する。 

附 則（昭和59年４月１日規則第54号） 

この規則は、昭和59年４月１日から施行する。 

附 則（昭和60年７月１日規則第50号） 

この規則は、昭和60年７月１日から施行する。 

附 則（昭和63年４月１日規則第53号） 

この規則は、昭和63年４月１日から施行する。 

附 則（昭和63年11月７日規則第107号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に交付されているこの規則による改正前の様式による証明書等は、この

規則による改正後の様式による証明書等とみなす。 

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則に基づいて作成されている用紙がある

場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、昭和64年３月31日までの間

使用することを妨げない。 

附 則（平成元年３月31日規則第38号） 

この規則は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成元年３月31日規則第68号） 
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この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３年10月18日規則第84号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成４年３月31日規則第38号） 

この規則は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年４月３日規則第64号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成10年６月30日規則第103号） 

この規則は、平成10年７月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月31日規則第159号） 

１ この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙

がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間使用するこ

とを妨げない。 

附 則（平成12年７月21日規則第251号） 

この規則は、平成12年７月22日から施行する。 

附 則（平成15年７月４日規則第80号） 

この規則は、平成15年７月20日から施行する。 

附 則（平成15年８月８日規則第96号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成16年12月17日規則第133号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙

がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調

整をして使用することを妨げない。 

附 則（平成17年３月４日規則第２号） 

１ この規則は、平成17年３月７日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙

がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調

整をして使用することを妨げない。 

附 則（平成18年６月23日規則第96号） 

この規則は、平成18年６月24日から施行する。ただし、別表の改正規定（北海道立サンピラーパ

ークに係る部分に限る。）は、平成18年11月11日から施行する。 

附 則（平成21年11月13日規則第95号） 

この規則は、平成21年11月15日から施行する。 

附 則（平成22年３月31日規則第45号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日規則第51号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月28日規則第30号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日規則第32号） 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年７月23日規則第17号） 

この規則は、令和元年10月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月31日規則第33号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月31日規則第34号抄） 
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（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のそれぞれの規則の規定に基づいて作成され

ている用紙がある場合においては、この規則による改正後のそれぞれの規則の規定にかかわらず、

当分の間、必要な調整をして使用することを妨げない。 

附 則（令和５年３月17日規則第14号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年３月31日規則第24号） 

この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

別表（第７条関係） 

１ 公園施設を設置し、又は管理する場合 

区分 単位 

使用料 

北海道

立真駒

内公園 

北海道

子ども

の国 

北海道

立野幌

総合運

動公園 

北海

道立

オホ

ーツ

ク公

園 

北海

道立

宗谷

ふれ

あい

公園 

北海

道立

ゆめ

の森

公園 

北海

道立

道南

四季

の杜

公園 

北海

道立

十勝

エコ

ロジ

ーパ

ーク 

北海

道立

噴火

湾パ

ノラ

マパ

ーク 

北海

道立

サン

ピラ

ーパ

ーク 

北海

道立

オホ

ーツ

ク流

氷公

園 

公園施設

を設置す

る場合 

１平方メ

ートル１

月につき 

460円 40円 70円 50円 40円 40円 50円 30円 40円 50円 50円 

公園施設

を管理す

る場合 

１平方メ

ートル１

月につき 

500円 40円 70円 50円 40円 40円 50円 30円 40円 50円 50円 

２ 都市公園を占用する場合 

区分 単位 

使用料 

北海道

立真駒

内公園 

北海道

子ども

の国 

北海

道立

野幌

総合

運動

公園 

北海

道立

オホ

ーツ

ク公

園 

北海

道立

宗谷

ふれ

あい

公園 

北海

道立

ゆめ

の森

公園 

北海

道立

道南

四季

の杜

公園 

北海

道立

十勝

エコ

ロジ

ーパ

ーク 

北海

道立

噴火

湾パ

ノラ

マパ

ーク 

北海

道立

サン

ピラ

ーパ

ーク 

北海

道立

オホ

ーツ

ク流

氷公

園 

電柱 
１本１年

につき 

1,450

円 
410円 

1,050

円 
610円 700円 590円 730円 560円 660円 830円 790円 

電線 

１メート

ル１年に

つき 

100円 30円 70円 40円 50円 40円 50円 40円 50円 60円 50円 

変圧塔 
１基１年

につき 

1,070

円 
300円 770円 450円 520円 430円 540円 410円 490円 620円 580円 

水道

管、下

水道

管、ガ

ス管そ

の他こ

れらに

外径0.2

メートル

未満のも

の 

１メート

ル１年に

つき 

100円 30円 70円 40円 50円 40円 50円 40円 50円 60円 50円 

外径0.2

メートル

以上0.4

１メート

ル１年に

つき 

210円 60円 150円 90円 100円 80円 100円 80円 90円 120円 110円 
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類する

もの 

メートル

未満のも

の 

外径0.4

メートル

以上1.0

メートル

未満のも

の 

１メート

ル１年に

つき 

530円 150円 390円 220円 260円 210円 270円 200円 240円 310円 290円 

外径1.0

メートル

以上のも

の 

１メート

ル１年に

つき 

1,070

円 
300円 770円 450円 520円 430円 540円 410円 490円 620円 580円 

通路、鉄道、軌道、

公共駐車場その

他これらに類す

る施設で、地下に

設けられるもの

又は高架のもの 

１平方メ

ートル１

年につき 

530円 150円 390円 220円 260円 210円 270円 200円 240円 310円 290円 

郵便差出箱及び

信書便差出箱 

１個１年

につき 
430円 120円 310円 180円 200円 170円 210円 160円 190円 240円 230円 

公衆電話所、天

体、気象又は土地

の観測施設 

１平方メ

ートル１

年につき 

1,070

円 
300円 770円 450円 520円 430円 540円 410円 490円 620円 580円 

競技会、集会、展

示会、博覧会その

他これらに類す

る催しのために

設けられる仮設

工作物 

１平方メ

ートル１

月につき 

90円 20円 60円 30円 40円 30円 40円 30円 40円 50円 50円 

標識 
１本１年

につき 

1,070

円 
300円 770円 450円 520円 430円 540円 410円 490円 620円 580円 

工事用板囲い、足

場、詰所その他の

工事用施設 

土石、竹木、かわ

らその他の工事

用材料の置場 

１平方メ

ートル１

月につき 

260円 70円 190円 110円 130円 100円 130円 100円 120円 150円 140円 

社会福祉施設 

１平方メ

ートル１

年につき 

1,070

円 
300円 770円 450円 520円 430円 540円 410円 490円 620円 580円 

自転車駐車場 

地域における催

しに関する情報

を提供するため

の看板及び広告

塔 

１平方メ

ートル１

月につき 

90円 20円 60円 30円 40円 30円 40円 30円 40円 50円 50円 

３ 条例第４条第１項各号に掲げる行為をする場合 
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区分 単位 

使用料 

北海道

立真駒

内公園 

北海道

子ども

の国 

北海

道立

野幌

総合

運動

公園 

北海

道立

オホ

ーツ

ク公

園 

北海

道立

宗谷

ふれ

あい

公園 

北海

道立

ゆめ

の森

公園 

北海

道立

道南

四季

の杜

公園 

北海

道立

十勝

エコ

ロジ

ーパ

ーク 

北海

道立

噴火

湾パ

ノラ

マパ

ーク 

北海

道立

サン

ピラ

ーパ

ーク 

北海

道立

オホ

ーツ

ク流

氷公

園 

行商、募金その他

これらに類する

行為 

１平方メ

ートル１

日につき 

50円 10円 10円 10円 10円 10円 10円 10円 10円 10円 10円 

業とし

て行う

写真の

撮影 

常時 
１人１月

につき 

1,500

円 
150円 240円 160円 150円 150円 150円 120円 140円 170円 160円 

臨時 
１人１日

につき 
150円 20円 30円 20円 20円 20円 20円 10円 20円 20円 20円 

業として行う映

画の撮影 

１時間に

つき 

1,510

円 
150円 240円 170円 150円 150円 130円 90円 130円 160円 160円 

興業 

１平方メ

ートル１

日につき 

50円 10円 10円 10円 10円 10円 10円 10円 10円 10円 10円 

競技会、集会、展

示会、博覧会その

他これらに類す

る催し 

１平方メ

ートル１

月につき 

80円 20円 60円 30円 40円 30円 40円 30円 40円 50円 50円 
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別記第１号様式（第２条関係） 
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別記第２号様式（第２条関係） 
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別記第３号様式（第２条関係） 
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別記第４号様式（第３条関係） 
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別記第５号様式（第３条関係） 
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別記第６号様式（第４条関係） 

 



７－13 

14/23 

別記第７号様式（第４条関係） 

 



７－13 

15/23 

別記第７号様式の２（第４条の３関係） 
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別記第７号様式の３（第４条の６関係） 
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別記第８号様式（第５条関係） 
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別記第９号様式（第５条関係） 
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別記第10号様式（第５条関係） 
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別記第10号様式の２（第５条関係） 
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別記第11号様式（第５条関係） 
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別記第12号様式（第５条関係） 
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別記第13号様式（第８条関係） 
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○北海道暴力団の排除の推進に関する条例 

平成22年12月17日条例第57号 

改正 

平成24年12月28日条例第129号 

平成27年３月20日条例第35号 

平成29年３月31日条例第38号 

令和５年３月17日条例第26号 

令和６年12月27日条例第85号 

北海道暴力団の排除の推進に関する条例をここに公布する。 

北海道暴力団の排除の推進に関する条例 

目次 

第１章 総則（第１条―第６条） 

第２章 道が講ずべき措置（第７条―第13条） 

第３章 事業者が講ずべき措置（第14条―第16条） 

第４章 不動産の譲渡等における措置（第17条・第18条） 

第５章 青少年の健全な育成を図るための措置（第19条・第20条） 

第５章の２ 暴力団排除特別強化地域（第20条の２―第20条の４） 

第６章 雑則（第21条―第25条） 

第７章 罰則（第26条・第27条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、北海道における暴力団の排除に関し、基本理念を定め、及び道、道民、事業

者等の責務を明らかにするとともに、道及び事業者が講ずべき措置、暴力団事務所に関する措置

その他必要な事項を定めることにより、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第77号。以下「法」という。）等の法令と相まって暴力団の排除を推進し、もって道民

の安全で平穏な生活の確保、社会経済活動の健全な発展及び青少年の健全な育成に寄与すること

を目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 暴力団 法第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

(２) 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

(３) 暴力団員等 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。 

(４) 暴力団事務所 暴力団の活動の拠点となっている施設又は施設の区画された部分をいう。 

(５) 暴力団の排除 道民生活及び事業活動に対する暴力団の介入を防止し、並びにこれにより

道民生活及び事業活動に生じた不当な影響を排除することをいう。 

（基本理念） 

第３条 暴力団の排除は、暴力団が道民生活及び事業活動に不当な影響を与える存在であるとの認

識の下に、暴力団を恐れないこと、暴力団に対して資金を提供しないこと及び暴力団を利用しな

いことを基本として、行われなければならない。 

２ 暴力団の排除は、道、市町村、道民、事業者、事業者団体、道暴追センター（法第32条の３第

１項の規定により北海道暴力追放運動推進センターとして指定を受けた者をいう。次条第２項に

おいて同じ。）その他関係する機関及び団体の相互の連携の下に、社会全体で行われなければな

らない。 

（道の責務） 

第４条 道は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、暴力団の排除に

関する施策を総合的に実施する責務を有する。 
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２ 道は、前項の施策を実施するに当たっては、市町村、道民、事業者、事業者団体、道暴追セン

ターその他関係する機関及び団体と緊密な連携を図らなければならない。 

（道民の責務） 

第５条 道民は、基本理念にのっとり、暴力団の排除に対する理解を深め、自らこれに努めるとと

もに、道が実施する暴力団の排除に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

（事業者等の責務） 

第６条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、基本理念にのっとり、暴力団を利すること

とならないよう、暴力団の排除に自ら積極的に取り組むとともに、道が実施する暴力団の排除に

関する施策に協力するものとする。 

２ 事業者団体は、基本理念にのっとり、暴力団の排除に関する事業者の取組に対する支援に努め

るとともに、道が実施する暴力団の排除に関する施策に協力するものとする。 

第２章 道が講ずべき措置 

（公共事業等に係る措置） 

第７条 道は、その発注する建設工事その他の道の事務又は事業（次項において「公共事業等」と

いう。）により暴力団を利することとならないよう、暴力団員又は暴力団関係事業者（暴力団員

が実質的に経営を支配する事業者その他暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をい

う。次項において同じ。）について、道が実施する入札に参加させない等の必要な措置を講ずる

ものとする。 

２ 道は、公共事業等に係る契約の相手方に対し、建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第４

項に規定する下請契約その他の当該公共事業等に係る契約に関連する契約の相手方から暴力団

関係事業者を排除するために必要な措置を講ずるよう求めるものとする。 

（公の施設に係る措置） 

第８条 道は、その設置する公の施設（地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条第１項に規定

する公の施設をいう。）が暴力団の活動に利用されないようにするために必要な措置を講ずるも

のとする。 

（道民等による情報提供に対する措置） 

第９条 道民、事業者及び事業者団体（以下「道民等」という。）は、暴力団の排除に資すると認

められる情報を得たときは、道に対し、当該情報を提供するよう努めるものとする。 

２ 道は、前項の規定による情報の提供があったときは、必要な調査を行い、その結果に基づき必

要があると認めるときは、この条例に基づく措置その他適切な措置を講ずるものとする。 

（警察による保護措置） 

第10条 警察本部長は、暴力団の排除に関する活動に取り組んだこと等により暴力団から危害を受

けるおそれがあると認められる者に対し、警察官による警戒その他の当該者の保護のために必要

な措置を講ずるものとする。 

（道民等に対する支援） 

第11条 道は、道民等が暴力団の排除に関する活動に自主的に、かつ、相互の連携協力を図って取

り組むことができるよう、道民等に対し、情報の提供、助言その他の必要な支援を行うものとす

る。 

（啓発活動） 

第12条 道は、道民等の暴力団の排除に対する理解を深め、及び暴力団の排除に関する活動に取り

組む気運を醸成するため、広報その他の必要な啓発活動を行うものとする。 

（市町村に対する支援） 

第13条 道は、暴力団の排除に関する施策を実施する市町村に対し、情報の提供、技術的な助言そ

の他の必要な支援を行うものとする。 

第３章 事業者が講ずべき措置 

（暴力団利用行為等の禁止） 

第14条 事業者は、その行う事業（事業の準備を含む。以下同じ。）に関し、暴力団の威力を利用

してはならない。 

２ 事業者は、その行う事業に関し、財産上の不当な利益を図る目的で暴力団員等を利用してはな
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らない。 

３ 事業者は、その行う事業に関し、暴力団員等又は暴力団員等が依頼した者が不正の方法を用い

て得た物品であることを知り、又は知り得べき状態にありながら、これを譲り受けてはならない。 

（利益供与の禁止） 

第15条 事業者は、その行う事業に関し、暴力団員等又は暴力団員等が指定した者に対し、次に掲

げる行為をしてはならない。 

(１) 暴力団の威力を利用する目的で、財産上の利益の供与をすること。 

(２) 暴力団の威力を利用したことに関し、財産上の利益の供与をすること。 

(３) 暴力団の活動又は運営に協力する目的で、相当の対償を受けることなく財産上の利益の供

与をすること。 

２ 事業者は、前項に定めるもののほか、その行う事業に関し、暴力団員等又は暴力団員等が指定

した者に対し、情を知って、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなる財産

上の利益の供与をしてはならない。ただし、法令上の義務又は情を知らないでした契約に係る債

務の履行としてする場合その他正当な理由がある場合は、この限りでない。 

（契約時における措置） 

第16条 事業者は、その行う事業に係る取引が暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資する

こととなるものである疑いがあると認めるときは、当該取引の相手方（その者が法人である場合

にあっては、その役員。以下この条において同じ。）が暴力団員でないことを確認するための必

要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 事業者は、その行う事業に関して書面で契約を締結するときは、当該契約の書面に次に掲げる

事項を定めるよう努めるものとする。 

(１) 当該契約の相手方が暴力団員でないこと。 

(２) 当該契約の相手方が暴力団員であることが判明したときは、事業者が催告をすることなく

当該契約を解除することができること。 

３ 事業者は、前項各号に掲げる事項を定めた契約の相手方が暴力団員であることが判明したとき

は、速やかに、当該契約を解除するよう努めるものとする。 

第４章 不動産の譲渡等における措置 

（不動産の譲渡等における措置） 

第17条 道内に所在する不動産（以下「不動産」という。）の譲渡又は貸付け（地上権の設定を含

む。）（以下「譲渡等」という。）をしようとする者は、当該譲渡等に係る契約の相手方に対し、

当該不動産が暴力団事務所の用に供されるものでないことを確認するよう努めるものとする。 

２ 不動産の譲渡等をしようとする者は、当該不動産が暴力団事務所の用に供されることとなるこ

とを知って、当該譲渡等に係る契約をしてはならない。 

３ 不動産の譲渡等をしようとする者は、当該譲渡等に係る契約の書面に次に掲げる事項を定める

よう努めるものとする。 

(１) 当該契約の相手方が、当該不動産を暴力団事務所の用に供しないこと。 

(２) 当該不動産が暴力団事務所の用に供されていることが判明したときは、当該譲渡等をした

者が催告をすることなく当該契約を解除し、又は当該不動産を買い戻すことができること。 

４ 不動産の譲渡等をした者は、前項各号に掲げる事項を定めた契約を締結した場合において、当

該不動産が暴力団事務所の用に供されていることが判明したときは、速やかに、当該契約を解除

し、又は当該不動産を買い戻すよう努めるものとする。 

（宅地建物取引業者の情報提供等） 

第18条 宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第２条第３号に規定する

者をいう。）は、自らに不動産の譲渡等の代理又は媒介を依頼した者に対し、前条の規定を遵守

するために必要な情報の提供又は助言を行うよう努めるものとする。 

第５章 青少年の健全な育成を図るための措置 

（暴力団事務所の開設及び運営の禁止） 

第19条 何人も、次に掲げる施設の敷地の周囲200メートルの区域内においては、暴力団事務所を

開設し、又は運営してはならない。 
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(１) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校（大学を除く。）又は同法第124

条に規定する専修学校（高等課程を置くものに限る。） 

(２) 社会教育法（昭和24年法律第207号）第20条に規定する公民館 

(３) 図書館法（昭和25年法律第118号）第２条第１項に規定する図書館 

(４) 博物館法（昭和26年法律第285号）第２条第１項に規定する博物館又は同法第31条第２項

に規定する指定施設 

(５) 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する児童福祉施設、同法第12条

第１項に規定する児童相談所、同法第24条第２項に規定する家庭的保育事業等（同項の居宅訪

問型保育事業を除く。）を行う事業所又は同法第59条の２第１項に規定する施設（同項の規定

による届出がされたものに限る。） 

(６) 裁判所法（昭和22年法律第59号）第２条第１項に規定する家庭裁判所 

(７) 少年院法（平成26年法律第58号）第３条に規定する少年院 

(８) 少年鑑別所法（平成26年法律第59号）第３条に規定する少年鑑別所 

(９) 更生保護法（平成19年法律第88号）第29条に規定する保護観察所 

(10) 前各号に掲げるもののほか、特にその周辺において青少年の健全な育成を図るための良好

な環境を保全する必要がある施設として公安委員会規則で定めるもの 

２ 前項の規定は、同項に規定する区域外において運営されていた暴力団事務所が同項各号に掲げ

るいずれかの施設の設置により同項に規定する区域内において運営されることとなった場合は、

適用しない。ただし、当該暴力団事務所が、当該施設の設置後に他の暴力団のものとして開設さ

れ、又は運営された場合は、この限りでない。 

（青少年に対する指導等） 

第20条 道民等は、青少年が暴力団の排除の重要性を認識し、暴力団に加入せず、及び暴力団員に

よる犯罪の被害を受けないよう、地域、職域等において、青少年に対し、指導又は助言を行うよ

う努めるものとする。 

２ 道は、前項の指導又は助言が適切に行われるよう、道民等に対し、情報の提供その他の必要な

支援を行うものとする。 

第５章の２ 暴力団排除特別強化地域 

（暴力団排除特別強化地域） 

第20条の２ この章において「暴力団排除特別強化地域」とは、暴力団の排除を特に強力に推進す

る必要がある地域として次に掲げるものをいう。 

(１) 札幌市中央区の南４条から南７条までのそれぞれ西２丁目から西６丁目までの地域 

(２) 旭川市の２条通から４条通までのそれぞれ５丁目から８丁目までの地域 

（特定接客業者の禁止行為） 

第20条の３ 次に掲げる営業（以下この章において「特定接客業」という。）を営む者（次項及び

次条において「特定接客業者」という。）は、暴力団排除特別強化地域における当該特定接客業

に関し、暴力団員又は暴力団員が指定した者から用心棒の役務（法第９条第５号に規定する用心

棒の役務をいう。次項及び次条において同じ。）の提供を受けてはならない。 

(１) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号。以下この項

において「風適法」という。）第２条第１項に規定する風俗営業 

(２) 風適法第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業 

(３) 風適法第２条第11項に規定する特定遊興飲食店営業 

(４) 風適法第２条第13項に規定する接客業務受託営業 

(５) 風適法第２条第13項第４号に規定する酒類提供飲食店営業（午前０時から午前６時までの

時間において営むものに限る。） 

２ 特定接客業者は、暴力団排除特別強化地域における当該特定接客業に関し、暴力団員又は暴力

団員が指定した者に対し、用心棒の役務の提供を受ける対償として又は当該特定接客業を営むこ

とを容認させる対償として、財産上の利益の供与をしてはならない。 

（暴力団員の禁止行為） 

第20条の４ 暴力団員は、暴力団排除特別強化地域における特定接客業に関し、特定接客業者に対
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し、用心棒の役務の提供をしてはならない。 

２ 暴力団員は、暴力団排除特別強化地域における特定接客業に関し、特定接客業者から、用心棒

の役務の提供をする対償として又は当該特定接客業を営むことを容認する対償として、財産上の

利益の供与を受けてはならない。 

第６章 雑則 

（報告等の徴収） 

第21条 北海道公安委員会は、第14条、第15条第１項又は第17条第２項の規定に違反する行為をし

た疑いがあると認められる者その他当該者と密接な関係を有する者として公安委員会規則で定

めるものに対し、その違反の事実を明らかにするために必要な限度において、報告又は資料の提

出を求めることができる。 

（勧告） 

第22条 北海道公安委員会は、第14条、第15条第１項又は第17条第２項の規定に違反する行為があ

った場合において、当該行為が暴力団の排除に支障を及ぼし、又は及ぼすおそれがあると認める

ときは、当該行為をした者に対し、必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。 

（公表） 

第23条 北海道公安委員会は、正当な理由がなく第21条の規定による報告若しくは資料の提出をし

なかった者又は前条の規定による勧告に従わない者があるときは、その旨を公表することができ

る。 

２ 北海道公安委員会は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ、同項に規定す

る者に意見を述べる機会を与えなければならない。 

（適用上の注意） 

第24条 この条例の適用に当たっては、道民等の権利を不当に侵害しないように留意しなければな

らない。 

（委任） 

第25条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則又は公安委員会

規則で定める。 

第７章 罰則 

第26条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金に処する。 

(１) 第19条第１項の規定に違反して暴力団事務所を開設し、又は運営した者 

(２) 相手方が暴力団員又は暴力団員が指定した者であることの情を知って、第20条の３の規定

に違反した者 

(３) 第20条の４の規定に違反した者 

第27条 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下この項において

同じ。）の代表者若しくは管理人又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その

法人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人

に対して同条の罰金刑を科する。 

２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管理人が、その訴

訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に

関する法律の規定を準用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成23年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に運営されている暴力団事務所については、第19条第１項の規定は、適

用しない。ただし、当該暴力団事務所が、この条例の施行の日以後に他の暴力団のものとして開

設され、又は運営された場合は、この限りでない。 

（検討） 

３ 知事は、この条例の施行の日から起算して５年を経過するごとに、社会経済情勢の変化等を勘

案し、この条例の施行の状況等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも
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のとする。 

附 則（平成24年12月28日条例第129号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年３月20日条例第35号） 

１ この条例は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において規則で定める日から施行す

る。 

（平成27年５月規則第55号で、同27年６月１日から施行） 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則（平成29年３月31日条例第38号） 

１ この条例は、平成29年７月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に運営されている暴力団事務所（北海道暴力団の排除の推進に関する条

例（以下「暴排条例」という。）第２条第４号に規定する暴力団事務所をいう。以下同じ。）に

ついては、この条例による改正後の暴排条例第19条第１項（第５号（同号の児童福祉施設及び児

童相談所に係る部分を除く。）に係る部分に限る。）の規定は、適用しない。ただし、当該暴力

団事務所が、この条例の施行の日以後に他の暴力団（暴排条例第２条第１号に規定する暴力団を

いう。）のものとして開設され、又は運営された場合は、この限りでない。 

附 則（令和５年３月17日条例第26号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年12月27日条例第85号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によることとされ、

なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例によることとされる

罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を改正する法律（令和４年法

律第67号。附則第５項において「刑法等一部改正法」という。）第２条の規定による改正前の刑

法（明治40年法律第45号。以下この項において「旧刑法」という。）第12条に規定する懲役（有

期のものに限る。以下この項において「懲役」という。）、旧刑法第13条に規定する禁錮（以下

「禁錮」という。）（有期のものに限る。以下この項において同じ。）又は旧刑法第16条に規定

する拘留（以下この項及び次項において「旧拘留」という。）が含まれるときは、当該刑のうち

懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短

期を同じくする拘留とする。 

（人の資格に関する経過措置） 

４ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前の例によることとされ、

なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例によることとされる

人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せら

れた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期禁錮に処せられた者と、拘留に処

せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられた者とみなす。 
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○北海道みんなの日条例 

平成29年３月31日条例第39号 

北海道みんなの日条例をここに公布する。 

北海道みんなの日条例 

（北海道みんなの日） 

第１条 道民が、縄文文化の歴史、アイヌ民族の歴史、開拓の歴史など北海道のこれまでの歴史、

北海道の持つ豊かな自然及び風土並びにこれらの中で培われた北海道の文化、産業等についての

理解及び関心を深め、北海道の価値を改めて認識し、道民であることを誇りに思う心を育むこと

により、将来にわたり自主及び自立の精神に基づき、一体となってより豊かな北海道を築いてい

くことを期すとともに、道外において、北海道の価値が、広く認識される契機となることを期す

る日として北海道みんなの日を設ける。 

２ 北海道みんなの日は、７月17日とする。 

３ 北海道みんなの日の愛称は、道みんの日とする。 

（道の事業等） 

第２条 道は、北海道みんなの日を広く普及させるため、北海道みんなの日を中心として、その趣

旨にふさわしい記念行事の開催その他事業（次項及び附則第２項において「記念事業」という。）

を行うものとする。 

２ 道は、道民及び市町村その他の団体に対し、記念事業を行うよう協力を求めるとともに、道民

はもとより、道外に居住する北海道にゆかりのある者などに対し、道、市町村その他の団体等が

実施する記念事業に関する情報の提供に努めるものとする。 

（使用料等の特例） 

第３条 知事及び公の施設（地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条第１項に規定する公の施

設をいう。以下この項において同じ。）に係る指定管理者（同法第244条の２第３項に規定する

指定管理者をいう。）は、北海道みんなの日には、公の施設の使用料及び利用に係る料金（以下

この条において「使用料等」という。）であって規則で定めるものについては、当該使用料等に

係る他の条例の規定にかかわらず、その納付を免除する。 

２ 道は、前項の規定に基づきその納付を免除する使用料等について、広く周知を図るよう努める

ものとする。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 道は、この条例の施行の日から起算して３年を目途として記念事業の実施状況等を踏まえて必

要な措置を講じ、その後は、５年を経過するごとに、社会情勢の変化等を踏まえ、この条例の施

行の状況等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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○北海道みんなの日条例施行規則 

平成29年３月31日規則第23号 

改正 

平成30年３月30日規則第27号 

令和８年３月27日規則第18号 

北海道みんなの日条例施行規則をここに公布する。 

北海道みんなの日条例施行規則 

北海道みんなの日条例（平成29年北海道条例第39号）第３条第１項の規則で定めるものは、次の

表の左欄に掲げる公の施設に係る同表の当該右欄に定める使用料等とする。 

公の施設 使用料等 

北海道庁旧本庁舎 北海道庁旧本庁舎条例（令和６年北海道条例第66号）第

12条第１項に規定する利用料金（同条例別表１の表に係

るものに限る。） 

北海道立オホーツク流氷科学センター 北海道立オホーツク流氷科学センター条例（平成２年北

海道条例第24号）第10条第１項に規定する利用料金 

北海道立総合博物館 北海道立総合博物館条例（平成26年北海道条例第91号）

第11条第１項に規定する利用料金（同条例別表第２の１

の表(１)及び４の表に係るものに限る。） 

北海道立総合体育センター 北海道立体育センター条例（昭和55年北海道条例第55

号）第13条第１項に規定する利用料金（同条例別表２の

表及び３の表に係るもの（トレーニング室の区分に係る

ものに限る。）に限る。） 

北海道立北見体育センター 

北海道立道民の森 北海道立道民の森条例（平成２年北海道条例第16号）第

11条第１項に規定する利用料金（同条例別表第２の工芸

館工作室、陶芸館工作室及び森林学習センター（体育館

の個人利用の場合の部分に限る。）の区分に係るものに

限る。） 

北海道立真駒内公園 北海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号）第

12条の２第１項に規定する利用料金（同条例別表第２の

１の表及び２の表に係るもの（一部利用の区分に係るも

の（個人利用の場合の部分に限る。）に限る。）、同条

例別表第３の水泳プール、体育館及び陸上競技場の区分

に係るもの（個人利用の場合の部分に限る。）、同条例

別表第４の大型遊戯施設の区分に係るもの、同条例別表

第５の１の表(１)及び(２)並びに３の表に係るもの（同

表の１の表(１)及び(２)に係るものにあっては、デイキ

ャンプの区分に係るものに限る。）並びに同条例別表第

６の１の表に係るもの（デイキャンプの区分に係るもの

に限る。）に限る。） 

北海道立野幌総合運動公園 

北海道子どもの国 

北海道立オホーツク公園 

北海道立宗谷ふれあい公園 

北海道立ゆめの森公園 

北海道立十勝エコロジーパーク 

北海道立青少年体験活動支援施設ネイパ

ル砂川 

北海道立青少年体験活動支援施設条例（昭和48年北海道

条例第４号）第11条第１項に規定する利用料金（１人１

日につき納めるものに限る。） 北海道立青少年体験活動支援施設ネイパ

ル深川 

北海道立青少年体験活動支援施設ネイパ

ル森 

 

北海道立青少年体験活動支援施設ネイパ

ル北見 
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北海道立青少年体験活動支援施設ネイパ

ル足寄 

 

北海道立青少年体験活動支援施設ネイパ

ル厚岸 

 

北海道立近代美術館（北海道立三岸好太

郎美術館を含む。） 

北海道立美術館条例（昭和42年北海道条例第３号）第４

条第１項の観覧料（同条例別表第１の１の表及び２の表

に係るものに限る。） 北海道立旭川美術館 

北海道立函館美術館  

北海道立帯広美術館  

北海道立北方民族博物館 北海道立博物館条例（平成２年北海道条例第５号）第12

条第１項に規定する利用料金（同条例別表第１の１の表

(１)及び(２)に係るものに限る。） 

北海道立文学館 

北海道立釧路芸術館 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成30年３月30日規則第27号） 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年３月27日規則第18号） 

この規則は、令和８年４月１日から施行する。 
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○北海道立真駒内公園管理規則 

昭和50年８月１日規則第51号 

改正 

昭和51年３月31日規則第24号 

昭和52年４月１日規則第21号 

昭和55年３月31日規則第50号 

昭和56年３月31日規則第11号 

昭和59年４月１日規則第33号 

昭和63年４月１日規則第32号 

昭和63年６月30日規則第89号 

昭和63年12月27日規則第114号 

平成元年３月31日規則第27号 

平成元年３月31日規則第68号 

平成６年３月31日規則第27号 

平成７年10月17日規則第77号 

平成８年３月31日規則第23号 

平成９年４月３日規則第44号 

平成11年２月19日規則第13号 

平成12年３月31日規則第159号 

平成13年９月７日規則第98号 

平成16年３月31日規則第64号 

平成16年７月２日規則第114号 

平成17年10月28日規則第127号 

平成18年６月23日規則第97号 

平成18年９月29日規則第137号 

平成19年３月16日規則第19号 

平成21年４月28日規則第59号 

平成21年11月13日規則第96号 

平成25年２月１日規則第３号 

令和２年３月24日規則第19号 

北海道立真駒内公園屋内競技場及び屋外競技場管理規則をここに公布する。 

北海道立真駒内公園管理規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北海道立真駒内公園（以下「真駒内公園」という。）の管理に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（一般公開日） 

第２条 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）第２条に規定するスポーツの日は、真

駒内公園の屋内競技場及び屋外競技場（以下「競技場」という。）を一般に公開する。 

２ 前項に規定する日（以下「一般公開日」という。）には、競技場の全部利用を認めないものと

する。 

（その他の施設の利用の期間及び時間） 

第３条 北海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号。以下「条例」という。）別表第１の

２の12の事項の規則で定める期間及び時間は、天候の状況等を考慮して条例第２条に規定する指

定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事と協議して定めるものとする。 

（利用料金の額の承認） 

第４条 指定管理者は、条例第12条の２第３項の規定により利用料金の額について知事の承認を受

けようとするときは、別記様式の利用料金承認申請書を知事に提出しなければならない。 
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（利用料金の還付の基準） 

第５条 条例第12条の２第５項ただし書に規定する規則で定める基準は、次に掲げる場合について、

同条第１項に規定する利用料金（以下「利用料金」という。）の全部又は一部を還付することが

できることとする。 

(１) 条例第６条第１項本文の承認を受けた者の責めに帰することができない理由によって利

用が不可能になった場合 

(２) 競技場の全部利用の承認を受けた者（第８条において「全部利用者」という。）から全部

利用を中止し、又は利用期間を短縮する旨の申出があり、指定管理者がこれについて相当の理

由があると認めた場合 

(３) 条例第６条の４第２項の規定により利用の承認を取り消した場合 

（利用料金の減免の基準） 

第６条 条例第12条の２第６項に規定する規則で定める基準は、次のとおりとする。 

(１) 次に掲げる者については、利用料金（駐車場の利用料金を除く。）を免除することができ

ることとする。 

ア 特別支援学校の児童及び生徒並びにこれらの引率者 

イ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する児童福祉施設（次号におい

て「児童福祉施設」という。）に入所し、又は通園している少年及びその引率者 

ウ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定による身体障害者手帳の

交付を受けている者及びその引率者 

エ 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けている者 

オ 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター若しくは障害者職業センター

の長又は精神保健指定医により知的障害者と判定された者及びその引率者 

カ 精神保健福祉センターの長、精神保健指定医又は精神科を標ぼうする医師により精神障害

者（知的障害者を除く。）と判定された者及びその引率者 

キ 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の３に規定する老人福祉施設に入所している

者及びその引率者 

ク 65歳以上の者 

ケ その他知事がアからクまでに掲げる者に準ずる者と認めるもの 

コ 一般公開日に競技場を利用する者 

(２) 次に掲げる者については、駐車場の利用料金を免除することができることとする。 

ア 前号ア、ウ及びオからキまでに掲げる者（同号アに掲げる特別支援学校の児童及び生徒を

除く。） 

イ 児童福祉施設に入所し、又は通園している児童の引率者 

ウ その他知事がア又はイに掲げる者に準ずる者と認めるもの 

(３) 前２号に掲げるもののほか、知事が特別な理由があると認める場合は、利用料金を減免す

ることができることとする。 

（遵守事項） 

第７条 真駒内公園の公園施設（都市公園法（昭和31年法律第79号。以下「法」という。）第２条

第２項に規定する公園施設をいう。以下同じ。）であって法第５条第１項の許可を受けたもの以

外のものを利用する者（以下「利用者」という。）は、条例、この規則及び指定管理者の指示に

従うほか、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 真駒内公園の公園施設であって法第５条第１項の許可を受けたもの以外のものを汚染し、

若しくは損傷し、又はそれらのおそれのある行為をしないこと。 

(２) 他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれのある行為をしないこと。 

（原状回復の義務） 

第８条 全部利用者はその利用期間が満了するまでに、全部利用者以外の利用者はその利用が終了

したときは、使用した施設設備を原状に回復しなければならない。条例第６条の４第１項又は第

２項の規定により利用の承認を取り消され、又はその利用を制限されたときも、同様とする。 

２ 全部利用者は、原状回復を終了したときは、直ちにその旨を指定管理者に届け出て、その確認
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を受けなければならない。 

３ 全部利用者が第１項の義務を履行しないときは、指定管理者がこれを代わって行い、その費用

を当該全部利用者から徴収するものとする。 

（知事による管理） 

第９条 条例第14条第１項の規定により知事が真駒内公園の管理に係る業務を行う場合において

は、第３条中「条例第２条に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事と協議

して」とあるのは「知事が」と、第５条中「同条第１項に規定する利用料金（以下「利用料金」

という。）」とあるのは「条例第14条第２項の規定により読み替えられた条例第12条の２第１項

の使用料（以下「使用料」という。）」と、同条第２号中「指定管理者」とあるのは「知事」と、

第６条中「利用料金」とあるのは「使用料」と、第７条及び前条中「指定管理者」とあるのは「知

事」とする。 

附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 北海道立真駒内競技場条例施行規則（昭和47年北海道規則第81号）は、廃止する。 

附 則（昭和51年３月31日規則第24号） 

この規則は、昭和51年４月１日から施行する。 

附 則（昭和52年４月１日規則第21号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和55年３月31日規則第50号） 

この規則は、昭和55年４月１日から施行する。 

附 則（昭和56年３月31日規則第11号） 

この規則は、昭和56年４月１日から施行する。 

附 則（昭和59年４月１日規則第33号） 

この規則は、昭和59年４月１日から施行する。 

附 則（昭和63年４月１日規則第32号） 

この規則は、昭和63年４月１日から施行する。 

附 則（昭和63年６月30日規則第89号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和63年７月１日から施行する。 

附 則（昭和63年12月27日規則第114号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に交付されているこの規則による改正前の様式による証明書等は、この

規則による改正後の様式による証明書等とみなす。 

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則に基づいて作成されている用紙がある

場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、昭和64年３月31日までの間

使用することを妨げない。 

附 則（平成元年３月31日規則第27号） 

この規則は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成元年３月31日規則第68号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成６年３月31日規則第27号） 

この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成７年10月17日規則第77号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成８年３月31日規則第23号） 

この規則は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年４月３日規則第44号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成11年２月19日規則第13号） 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月31日規則第159号） 

１ この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙

がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間使用するこ

とを妨げない。 

附 則（平成13年９月７日規則第98号） 

この規則は、平成13年９月８日から施行する。 

附 則（平成16年３月31日規則第64号） 

１ この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に納められた北海道立真駒内公園の屋内競技場及び屋外競技場並びに

北海道立野幌総合運動公園の運動施設等の使用料に係る還付については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙

がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間使用するこ

とを妨げない。 

附 則（平成16年７月２日規則第114号） 

この規則は、平成16年７月３日から施行する。 

附 則（平成17年10月28日規則第127号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年６月23日規則第97号） 

この規則は、平成18年11月11日から施行する。（後略） 

附 則（平成18年９月29日規則第137号） 

この規則は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月16日規則第19号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年４月28日規則第59号） 

この規則は、平成21年４月29日から施行する。 

附 則（平成21年11月13日規則第96号） 

この規則は、平成21年11月15日から施行する。 

附 則（平成25年２月１日規則第３号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月24日規則第19号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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別記様式（第４条関係） 
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○北海道立野幌総合運動公園管理規則 

昭和60年７月１日規則第47号 

改正 

昭和62年４月30日規則第40号 

昭和63年３月31日規則第25号 

昭和63年６月30日規則第89号 

昭和63年11月７日規則第107号 

平成元年３月31日規則第39号 

平成２年５月31日規則第30号 

平成４年３月31日規則第39号 

平成４年５月１日規則第62号 

平成６年３月31日規則第52号 

平成７年10月17日規則第77号 

平成８年３月31日規則第41号 

平成９年４月３日規則第65号 

平成11年２月19日規則第13号 

平成12年３月31日規則第159号 

平成16年３月31日規則第64号 

平成17年10月28日規則第127号 

平成18年６月23日規則第97号 

平成18年９月29日規則第137号 

平成19年３月16日規則第19号 

平成21年11月13日規則第96号 

平成24年３月30日規則第52号 

平成25年２月１日規則第３号 

北海道立野幌総合運動公園ホッケー・蹴(しゅう)球場管理規則をここに公布する。 

北海道立野幌総合運動公園管理規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北海道立野幌総合運動公園（以下「野幌総合公園」という。）の管理に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（その他の施設の利用の期間及び時間） 

第２条 北海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号。以下「条例」という。）別表第１の

２の12の事項の規則で定める期間及び時間は、天候の状況等を考慮して条例第２条に規定する指

定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事と協議して定めるものとする。 

（合宿所の利用） 

第３条 野幌総合公園の合宿所は、ホッケー・サッカー場、ラグビー場、水泳プール、体育館、テ

ニスコート、軟式野球場、硬式野球場又は陸上競技場を利用する場合に限り、利用できるものと

する。 

（利用料金の額の承認） 

第４条 指定管理者は、条例第12条の２第３項の規定により利用料金の額について知事の承認を受

けようとするときは、別記様式の利用料金承認申請書を知事に提出しなければならない。 

（利用料金の還付の基準） 

第５条 条例第12条の２第５項ただし書に規定する規則で定める基準は、次に掲げる場合について、

同条第１項に規定する利用料金（以下「利用料金」という。）の全部又は一部を還付することが

できることとする。 

(１) 条例第６条第１項本文の承認を受けた者の責めに帰することができない理由によって利

用が不可能になった場合 
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(２) 条例第６条第１項本文の承認を受けた者（水泳プール、体育館又は陸上競技場にあっては、

全部利用の承認を受けた者に限る。）から利用を中止し、又は利用期間を短縮する旨の申出が

あり、指定管理者がこれについて相当の理由があると認めた場合 

(３) 条例第６条の４第２項の規定により利用の承認を取り消した場合 

（利用料金の減免の基準） 

第６条 条例第12条の２第６項に規定する規則で定める基準は、次のとおりとする。 

(１) 次に掲げる者については、利用料金（合宿所の利用料金を除く。）を免除することができ

ることとする。 

ア 特別支援学校の児童及び生徒並びにこれらの引率者 

イ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する児童福祉施設に入所し、又

は通園している少年及びその引率者 

ウ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定による身体障害者手帳の

交付を受けている者及びその引率者 

エ 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けている者 

オ 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター若しくは障害者職業センター

の長又は精神保健指定医により知的障害者と判定された者及びその引率者 

カ 精神保健福祉センターの長、精神保健指定医又は精神科を標ぼうする医師により精神障害

者（知的障害者を除く。）と判定された者及びその引率者 

キ 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の３に規定する老人福祉施設に入所している

者及びその引率者 

ク 65歳以上の者 

ケ その他知事がアからクまでに掲げる者に準ずる者と認めるもの 

(２) 次に掲げる者については、合宿所の利用料金を免除することができることとする。 

ア 前号アからキまでに掲げる者 

イ その他知事がアに掲げる者に準ずる者と認めるもの 

(３) 前２号に掲げるもののほか、知事が特別な理由があると認める場合は、利用料金を減免す

ることができることとする。 

（遵守事項） 

第７条 野幌総合公園の公園施設（都市公園法（昭和31年法律第79号。以下「法」という。）第２

条第２項に規定する公園施設をいう。以下同じ。）であって法第５条第１項の許可を受けたもの

以外のものを利用する者（以下「利用者」という。）は、条例、この規則及び指定管理者の指示

に従うほか、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 野幌総合公園の公園施設であって法第５条第１項の許可を受けたもの以外のものを汚染

し、若しくは損傷し、又はそれらのおそれのある行為をしないこと。 

(２) 他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれのある行為をしないこと。 

（原状回復の義務） 

第８条 利用者は、その利用が終了したときは、使用した施設設備を原状に回復しなければならな

い。条例第６条の４第１項又は第２項の規定により利用の承認を取り消され、又はその利用を制

限されたときも、同様とする。 

（知事による管理） 

第９条 条例第14条第１項の規定により知事が野幌総合公園の管理に係る業務を行う場合におい

ては、第２条中「条例第２条に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事と協

議して」とあるのは「知事が」と、第５条中「同条第１項に規定する利用料金（以下「利用料金」

という。）」とあるのは「条例第14条第２項の規定により読み替えられた条例第12条の２第１項

の使用料（以下「使用料」という。）」と、同条第２号中「指定管理者」とあるのは「知事」と、

第６条中「利用料金」とあるのは「使用料」と、第７条中「指定管理者」とあるのは「知事」と

する。 

附 則 

この規則は、昭和60年７月１日から施行する。 
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附 則（昭和62年４月30日規則第40号） 

この規則は、昭和62年５月１日から施行する。 

附 則（昭和63年３月31日規則第25号） 

この規則は、昭和63年４月１日から施行する。 

附 則（昭和63年６月30日規則第89号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和63年７月１日から施行する。 

附 則（昭和63年11月７日規則第107号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に交付されているこの規則による改正前の様式による証明書等は、この

規則による改正後の様式による証明書等とみなす。 

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則に基づいて作成されている用紙がある

場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、昭和64年３月31日までの間

使用することを妨げない。 

附 則（平成元年３月31日規則第39号） 

この規則は、平成元年４月１日から施行する。ただし、第２条第１項の改正規定、第３条第１項

及び第２項の改正規定並びに別表の改正規定中体育館に係る部分は、同年５月１日から施行する。 

附 則（平成２年５月31日規則第30号） 

この規則は、平成２年６月１日から施行する。 

附 則（平成４年３月31日規則第39号） 

この規則は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則（平成４年５月１日規則第62号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の北海道立野幌総合運動公園運動施設管理規

則に基づいて作成されている用紙がある場合においては、この規則による改正後の北海道立野幌

総合運動公園運動施設等管理規則の規定にかかわらず、平成４年７月31日までの間使用すること

を妨げない。 

附 則（平成６年３月31日規則第52号） 

１ この規則は、平成６年４月１日から施行する。ただし、第２条第１項及び第３項の改正規定、

第３条第１項及び第２項の改正規定並びに別表の改正規定中陸上競技場に係る部分は、同年５月

１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の北海道立野幌総合運動公園運動施設等管理

規則の規定に基づいて作成されている用紙がある場合においては、この規則による改正後の北海

道立野幌総合運動公園運動施設等管理規則の規定にかかわらず、平成６年７月31日までの間使用

することを妨げない。 

附 則（平成７年10月17日規則第77号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成８年３月31日規則第41号） 

１ この規則は、平成８年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に使用の申込みがされている北海道立野幌総合運動公園の使用に係る

使用料の額については、なお従前の例による。 

附 則（平成９年４月３日規則第65号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に使用の申込みがされている北海道立野幌総合運動公園の使用に係る

使用料の額については、なお従前の例による。 

附 則（平成11年２月19日規則第13号） 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月31日規則第159号） 
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１ この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙

がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間使用するこ

とを妨げない。 

附 則（平成16年３月31日規則第64号） 

１ この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に納められた北海道立真駒内公園の屋内競技場及び屋外競技場並びに

北海道立野幌総合運動公園の運動施設等の使用料に係る還付については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙

がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間使用するこ

とを妨げない。 

附 則（平成17年10月28日規則第127号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年６月23日規則第97号） 

この規則は、平成18年11月11日から施行する。（後略） 

附 則（平成18年９月29日規則第137号） 

この規則は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月16日規則第19号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年11月13日規則第96号） 

この規則は、平成21年11月15日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日規則第52号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年２月１日規則第３号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 
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別記様式（第４条関係） 
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○北海道立宗谷ふれあい公園管理規則 

平成10年６月30日規則第98号 

改正 

平成11年２月19日規則第13号 

平成12年３月31日規則第159号 

平成16年３月31日規則第64号 

平成17年３月31日規則第46号 

平成17年10月28日規則第127号 

平成18年６月23日規則第97号 

平成18年９月29日規則第137号 

平成19年３月16日規則第19号 

平成21年11月13日規則第96号 

平成25年２月１日規則第３号 

北海道立宗谷ふれあい公園オートキャンプ場管理規則をここに公布する。 

北海道立宗谷ふれあい公園管理規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北海道立宗谷ふれあい公園（以下「宗谷ふれあい公園」という。）の管理に

関し必要な事項を定めるものとする。 

（オートキャンプ場の利用の時間） 

第２条 北海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号。以下「条例」という。）別表第１の

２の５の事項の規則で定める時間は、次のとおりとする。 

区分 利用の時間 

キャンピングカーサイト 午後１時から翌日の午前11時まで（２泊以上の場

合は、午後１時から最終日の午前11時まで） プライベートサイト 

フリーテントサイト 

デイキャンプ 午前10時から午後４時まで 

宿泊キャンプ 
午後１時から翌日の午前11時まで（２泊以上の場

合は、午後１時から最終日の午前11時まで） 

ロッジ 
午後３時から翌日の午前11時まで（２泊以上の場

合は、午後３時から最終日の午前11時まで） 

キャンパーズハウス 午前８時から午後９時まで 

洗濯機 
午前８時から午後９時まで 

乾燥機 

（その他の施設の利用の期間及び時間） 

第３条 条例別表第１の２の12の事項の規則で定める期間及び時間は、天候の状況等を考慮して条

例第２条に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事と協議して定めるものと

する。 

（利用料金の額の承認） 

第４条 指定管理者は、条例第12条の２第３項の規定により利用料金の額について知事の承認を受

けようとするときは、別記様式の利用料金承認申請書を知事に提出しなければならない。 

（利用料金の還付の基準） 

第５条 条例第12条の２第５項ただし書に規定する規則で定める基準は、次に掲げる場合について、

同条第１項に規定する利用料金（以下「利用料金」という。）の全部又は一部を還付することが

できることとする。 

(１) 条例第６条第１項本文の承認を受けた者の責めに帰することができない理由によって利

用が不可能になった場合 

(２) 条例第６条の４第２項の規定により利用の承認を取り消した場合 

（利用料金の減免の基準） 
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第６条 条例第12条の２第６項に規定する規則で定める基準は、次のとおりとする。 

(１) 次に掲げる者については利用料金（条例別表第５の１の事項、３の事項及び４の事項に係

るものに限る。次号において同じ。）を、65歳以上の者については利用料金（同表の１の事項

に係るものに限る。）を免除することができることとする。 

ア 特別支援学校の児童及び生徒並びにこれらの引率者 

イ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する児童福祉施設に入所し、又

は通園している少年及びその引率者 

ウ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定による身体障害者手帳の

交付を受けている者及びその引率者 

エ 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けている者 

オ 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター若しくは障害者職業センター

の長又は精神保健指定医により知的障害者と判定された者及びその引率者 

カ 精神保健福祉センターの長、精神保健指定医又は精神科を標ぼうする医師により精神障害

者（知的障害者を除く。）と判定された者及びその引率者 

キ 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の３に規定する老人福祉施設に入所している

者及びその引率者 

ク その他知事がアからキまでに掲げる者に準ずる者と認めるもの 

(２) 前号に掲げるもののほか、知事が特別な理由があると認める場合は、利用料金を減免する

ことができることとする。 

（遵守事項） 

第７条 宗谷ふれあい公園の公園施設（都市公園法（昭和31年法律第79号。以下「法」という。）

第２条第２項に規定する公園施設をいう。以下同じ。）であって法第５条第１項の許可を受けた

もの以外のものを利用する者（以下「利用者」という。）は、条例、この規則及び指定管理者の

指示に従うほか、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 宗谷ふれあい公園の公園施設であって法第５条第１項の許可を受けたもの以外のものを

汚染し、若しくは損傷し、又はそれらのおそれのある行為をしないこと。 

(２) 他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれのある行為をしないこと。 

(３) 宗谷ふれあい公園のオートキャンプ場を利用する場合にあっては、指定の場所以外の場所

でキャンプをしないこと。 

（原状回復の義務） 

第８条 利用者は、その利用が終了したときは、使用した施設設備を原状に回復しなければならな

い。条例第６条の４第１項又は第２項の規定により利用の承認を取り消され、又はその利用を制

限されたときも、同様とする。 

（知事による管理） 

第９条 条例第14条第１項の規定により知事が宗谷ふれあい公園の管理に係る業務を行う場合に

おいては、第３条中「条例第２条に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事

と協議して」とあるのは「知事が」と、第５条中「同条第１項に規定する利用料金（以下「利用

料金」という。）」とあるのは「条例第14条第２項の規定により読み替えられた条例第12条の２

第１項の使用料（以下「使用料」という。）」と、第６条中「利用料金」とあるのは「使用料」

と、第７条中「指定管理者」とあるのは「知事」とする。 

附 則 

この規則は、平成10年７月１日から施行する。 

附 則（平成11年２月19日規則第13号） 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月31日規則第159号） 

１ この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙

がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間使用するこ

とを妨げない。 
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附 則（平成16年３月31日規則第64号） 

１ この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に納められた北海道立真駒内公園の屋内競技場及び屋外競技場並びに

北海道立野幌総合運動公園の運動施設等の使用料に係る還付については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙

がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間使用するこ

とを妨げない。 

附 則（平成17年３月31日規則第46号） 

１ この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙

がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調

整をして使用することを妨げない。 

附 則（平成17年10月28日規則第127号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年６月23日規則第97号） 

この規則は、平成18年11月11日から施行する。（後略） 

附 則（平成18年９月29日規則第137号） 

この規則は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月16日規則第19号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年11月13日規則第96号） 

この規則は、平成21年11月15日から施行する。 

附 則（平成25年２月１日規則第３号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 
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別記様式（第４条関係） 
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○北海道立ゆめの森公園管理規則 

平成16年３月31日規則第34号 

改正 

平成17年３月31日規則第46号 

平成17年10月28日規則第127号 

平成18年６月23日規則第97号 

平成18年９月29日規則第137号 

平成19年３月16日規則第19号 

平成21年11月13日規則第96号 

平成25年２月１日規則第３号 

北海道立ゆめの森公園パークゴルフ場管理規則をここに公布する。 

北海道立ゆめの森公園管理規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北海道立ゆめの森公園（以下「ゆめの森公園」という。）の管理に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（その他の施設の利用の期間及び時間） 

第２条 北海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号。以下「条例」という。）別表第１の

２の12の事項の規則で定める期間及び時間は、天候の状況等を考慮して条例第２条に規定する指

定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事と協議して定めるものとする。 

（利用料金の額の承認） 

第３条 指定管理者は、条例第12条の２第３項の規定により利用料金の額について知事の承認を受

けようとするときは、別記様式の利用料金承認申請書を知事に提出しなければならない。 

（利用料金の還付の基準） 

第４条 条例第12条の２第５項ただし書に規定する規則で定める基準は、次に掲げる場合について、

同条第１項に規定する利用料金（以下「利用料金」という。）の全部又は一部を還付することが

できることとする。 

(１) 条例第６条第１項本文の承認を受けた者の責めに帰することができない理由によって利

用が不可能になった場合 

(２) 条例第６条の４第２項の規定により利用の承認を取り消した場合 

（利用料金の減免の基準） 

第５条 条例第12条の２第６項に規定する規則で定める基準は、次のとおりとする。 

(１) 次に掲げる者については、利用料金を免除することができることとする。 

ア 特別支援学校の児童及び生徒並びにこれらの引率者 

イ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する児童福祉施設に入所し、又

は通園している少年及びその引率者 

ウ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定による身体障害者手帳の

交付を受けている者及びその引率者 

エ 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けている者 

オ 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター若しくは障害者職業センター

の長又は精神保健指定医により知的障害者と判定された者及びその引率者 

カ 精神保健福祉センターの長、精神保健指定医又は精神科を標ぼうする医師により精神障害

者（知的障害者を除く。）と判定された者及びその引率者 

キ 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の３に規定する老人福祉施設に入所している

者及びその引率者 

ク その他知事がアからキまでに掲げる者に準ずる者と認めるもの 

(２) 前号に掲げるもののほか、知事が特別な理由があると認める場合は、利用料金を減免する

ことができることとする。 
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（遵守事項） 

第６条 ゆめの森公園の公園施設（都市公園法（昭和31年法律第79号。以下「法」という。）第２

条第２項に規定する公園施設をいう。以下同じ。）であって法第５条第１項の許可を受けたもの

以外のものを利用する者（以下「利用者」という。）は、条例、この規則及び指定管理者の指示

に従うほか、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) ゆめの森公園の公園施設であって法第５条第１項の許可を受けたもの以外のものを汚染

し、若しくは破損し、又はそれらのおそれのある行為をしないこと。 

(２) 他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれのある行為をしないこと。 

（原状回復の義務） 

第７条 利用者は、その利用が終了したときは、使用した施設設備を原状に回復しなければならな

い。条例第６条の４第１項又は第２項の規定により利用の承認を取り消され、又はその利用を制

限されたときも、同様とする。 

（知事による管理） 

第８条 条例第14条第１項の規定により知事がゆめの森公園の管理に係る業務を行う場合におい

ては、第２条中「条例第２条に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事と協

議して」とあるのは「知事が」と、第４条中「同条第１項に規定する利用料金（以下「利用料金」

という。）」とあるのは「条例第14条第２項の規定により読み替えられた条例第12条の２第１項

の使用料（以下「使用料」という。）」と、第５条中「利用料金」とあるのは「使用料」と、第

６条中「指定管理者」とあるのは「知事」とする。 

附 則 

この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年３月31日規則第46号） 

１ この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙

がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調

整をして使用することを妨げない。 

附 則（平成17年10月28日規則第127号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年６月23日規則第97号） 

この規則は、平成18年11月11日から施行する。（後略） 

附 則（平成18年９月29日規則第137号） 

この規則は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月16日規則第19号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年11月13日規則第96号） 

この規則は、平成21年11月15日から施行する。 

附 則（平成25年２月１日規則第３号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 
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別記様式（第３条関係） 
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○北海道立道南四季の杜公園管理規則 

平成17年10月28日規則第110号 

改正 

平成18年６月23日規則第97号 

平成21年11月13日規則第96号 

平成25年２月１日規則第３号 

北海道立道南四季の杜(もり)公園管理規則をここに公布する。 

北海道立道南四季の杜(もり)公園管理規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北海道立道南四季の杜(もり)公園（以下「道南公園」という。）の管理に関

し必要な事項を定めるものとする。 

（その他の施設の利用の期間及び時間） 

第２条 北海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号。以下「条例」という。）別表第１の

２の12の事項の規則で定める期間及び時間は、天候の状況等を考慮して条例第２条に規定する指

定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事と協議して定めるものとする。 

（遵守事項） 

第３条 道南公園の公園施設（都市公園法（昭和31年法律第79号。以下「法」という。）第２条第

２項に規定する公園施設をいう。以下同じ。）であって法第５条第１項の許可を受けたもの以外

のものを利用する者（以下「利用者」という。）は、条例、この規則及び指定管理者の指示に従

うほか、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 道南公園の公園施設であって法第５条第１項の許可を受けたもの以外のものを汚染し、若

しくは損傷し、又はそれらのおそれのある行為をしないこと。 

(２) 他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれのある行為をしないこと。 

（原状回復の義務） 

第４条 利用者は、その利用が終了したときは、使用した施設設備を原状に回復しなければならな

い。 

（知事による管理） 

第５条 条例第14条第１項の規定により知事が道南公園の管理に係る業務を行う場合においては、

第２条中「条例第２条に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事と協議して」

とあるのは「知事が」と、第３条中「指定管理者」とあるのは「知事」とする。 

附 則 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年６月23日規則第97号） 

この規則は、平成18年11月11日から施行する。ただし、第８条の規定（「利用の」を削る部分に

限る。）は、公布の日から施行する。 

附 則（平成21年11月13日規則第96号） 

この規則は、平成21年11月15日から施行する。 

附 則（平成25年２月１日規則第３号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 
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○北海道立十勝エコロジーパーク管理規則 

平成15年７月４日規則第79号 

改正 

平成16年３月31日規則第64号 

平成17年３月31日規則第46号 

平成17年６月14日規則第70号 

平成17年10月28日規則第127号 

平成18年６月23日規則第97号 

平成18年９月29日規則第137号 

平成19年３月16日規則第19号 

平成21年11月13日規則第96号 

平成25年２月１日規則第３号 

北海道立十勝エコロジーパークオートキャンプ場管理規則をここに公布する。 

北海道立十勝エコロジーパーク管理規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北海道立十勝エコロジーパーク（以下「十勝公園」という。）の管理に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（オートキャンプ場の利用の時間） 

第２条 北海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号。以下「条例」という。）別表第１の

２の８の事項の規則で定める時間は、次のとおりとする。 

区分 利用の時間 

 午後１時から翌日の午前11時まで 

プライベートサイト （２泊以上の場合は、午後１時から最終日

の午前11時まで） 

フリーテントサイト デイキャンプ 午前10時から午後４時まで 

 宿泊キャンプ 午後１時から翌日の午前11時まで 

 （２泊以上の場合は、午後１時から最終日

の午前11時まで） 

トレーラーハウス 午後３時から翌日の午前11時まで 

ロッジ （２泊以上の場合は、午後３時から最終日

の午前11時まで） 

多目的ドーム 午前10時から午後９時まで 

洗濯機 午前８時から午後９時まで 

乾燥機  

（その他の施設の利用の期間及び時間） 

第３条 条例別表第１の２の12の事項の規則で定める期間及び時間は、天候の状況等を考慮して条

例第２条に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事と協議して定めるものと

する。 

（利用料金の額の承認） 

第４条 指定管理者は、条例第12条の２第３項の規定により利用料金の額について知事の承認を受

けようとするときは、別記様式の利用料金承認申請書を知事に提出しなければならない。 

（利用料金の還付の基準） 

第５条 条例第12条の２第５項ただし書に規定する規則で定める基準は、次に掲げる場合について、

同条第１項に規定する利用料金（以下「利用料金」という。）の全部又は一部を還付することが

できることとする。 

(１) 条例第６条第１項本文の承認を受けた者の責めに帰することができない理由によって利
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用が不可能になった場合 

(２) 条例第６条の４第２項の規定により利用の承認を取り消した場合 

（利用料金の減免の基準） 

第６条 条例第12条の２第６項に規定する規則で定める基準は、次のとおりとする。 

(１) 次に掲げる者については、利用料金（条例別表第６の２の事項に係るものを除く。次号に

おいて同じ。）を免除することができることとする。 

ア 特別支援学校の児童及び生徒並びにこれらの引率者 

イ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する児童福祉施設に入所し、又

は通園している少年及びその引率者 

ウ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定による身体障害者手帳の

交付を受けている者及びその引率者 

エ 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けている者 

オ 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター若しくは障害者職業センター

の長又は精神保健指定医により知的障害者と判定された者及びその引率者 

カ 精神保健福祉センターの長、精神保健指定医又は精神科を標ぼうする医師により精神障害

者（知的障害者を除く。）と判定された者及びその引率者 

キ 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の３に規定する老人福祉施設に入所している

者及びその引率者 

ク 65歳以上の者 

ケ その他知事がアからクまでに掲げる者に準ずる者と認めるもの 

(２) 前号に掲げるもののほか、知事が特別な理由があると認める場合は、利用料金を減免する

ことができることとする。 

（遵守事項） 

第７条 十勝公園の公園施設（都市公園法（昭和31年法律第79号。以下「法」という。）第２条第

２項に規定する公園施設をいう。以下同じ。）であって法第５条第１項の許可を受けたもの以外

のものを利用する者（以下「利用者」という。）は、条例、この規則及び指定管理者の指示に従

うほか、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 十勝公園の公園施設であって法第５条第１項の許可を受けたもの以外のものを汚染し、若

しくは損傷し、又はそれらのおそれのある行為をしないこと。 

(２) 他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれのある行為をしないこと。 

(３) 十勝公園のオートキャンプ場を利用する場合にあっては、指定の場所以外の場所でキャン

プをしないこと。 

（原状回復の義務） 

第８条 利用者は、その利用が終了したときは、使用した施設設備を原状に回復しなければならな

い。条例第６条の４第１項又は第２項の規定により利用の承認を取り消され、又はその利用を制

限されたときも、同様とする。 

（知事による管理） 

第９条 条例第14条第１項の規定により知事が十勝公園の管理に係る業務を行う場合においては、

第３条中「条例第２条に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事と協議して」

とあるのは「知事が」と、第５条中「同条第１項に規定する利用料金（以下「利用料金」という。）」

とあるのは「条例第14条第２項の規定により読み替えられた条例第12条の２第１項の使用料（以

下「使用料」という。）」と、第６条中「利用料金」とあるのは「使用料」と、第７条中「指定

管理者」とあるのは「知事」とする。 

附 則 

この規則は、平成15年７月20日から施行する。 

附 則（平成16年３月31日規則第64号） 

１ この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に納められた北海道立真駒内公園の屋内競技場及び屋外競技場並びに

北海道立野幌総合運動公園の運動施設等の使用料に係る還付については、なお従前の例による。 
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３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙

がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間使用するこ

とを妨げない。 

附 則（平成17年３月31日規則第46号） 

１ この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙

がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調

整をして使用することを妨げない。 

附 則（平成17年６月14日規則第70号） 

１ この規則は、平成17年７月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の北海道立十勝エコロジーパークオートキャ

ンプ場等管理規則の規定に基づいて作成されている用紙がある場合においては、この規則による

改正後の北海道立十勝エコロジーパークオートキャンプ場等管理規則の規定にかかわらず、当分

の間、使用することを妨げない。 

附 則（平成17年10月28日規則第127号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年６月23日規則第97号） 

この規則は、平成18年11月11日から施行する。（後略） 

附 則（平成18年９月29日規則第137号） 

この規則は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月16日規則第19号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年11月13日規則第96号） 

この規則は、平成21年11月15日から施行する。 

附 則（平成25年２月１日規則第３号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 
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別記様式（第４条関係） 
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○北海道立サンピラーパーク管理規則 

平成18年６月23日規則第95号 

改正 

平成21年11月13日規則第96号 

平成25年２月１日規則第３号 

令和２年３月31日規則第58号 

北海道立サンピラーパーク管理規則をここに公布する。 

北海道立サンピラーパーク管理規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北海道立サンピラーパーク（以下「サンピラーパーク」という。）の管理に

関し必要な事項を定めるものとする。 

（その他の施設の利用の期間及び時間） 

第２条 北海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号。以下「条例」という。）別表第１の

２の12の事項の規則で定める期間及び時間は、天候の状況等を考慮して条例第２条に規定する指

定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事と協議して定めるものとする。 

（利用料金の額の承認） 

第３条 指定管理者は、条例第12条の２第３項の規定により利用料金の額について知事の承認を受

けようとするときは、別記様式の利用料金承認申請書を知事に提出しなければならない。 

（利用料金の還付の基準） 

第４条 条例第12条の２第５項ただし書の規則で定める基準は、次に掲げる場合について、同条第

１項に規定する利用料金（以下「利用料金」という。）の全部又は一部を還付することができる

こととする。 

(１) 条例第６条第１項本文の承認を受けた者の責めに帰することができない理由によって利

用が不可能になった場合 

(２) 条例第６条の４第２項の規定により利用の承認を取り消した場合 

（利用料金の減免の基準） 

第５条 条例第12条の２第６項の規則で定める基準は、次のとおりとする。 

(１) 次に掲げる者については、利用料金を免除することができることとする。 

ア 特別支援学校の児童及び生徒並びにこれらの引率者 

イ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する児童福祉施設に入所し、又

は通園している少年及びその引率者 

ウ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定による身体障害者手帳の

交付を受けている者及びその引率者 

エ 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けている者 

オ 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター若しくは障害者職業センター

の長又は精神保健指定医により知的障害者と判定された者及びその引率者 

カ 精神保健福祉センターの長、精神保健指定医又は精神科を標ぼうする医師により精神障害

者（知的障害者を除く。）と判定された者及びその引率者 

キ 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の３に規定する老人福祉施設に入所している

者及びその引率者 

ク その他知事がアからキまでに掲げる者に準ずる者と認めるもの 

(２) 前号に掲げるもののほか、知事が特別な理由があると認める場合は、利用料金を減免する

ことができることとする。 

（遵守事項） 

第６条 サンピラーパークの公園施設（都市公園法（昭和31年法律第79号。以下「法」という。）

第２条第２項に規定する公園施設をいう。以下同じ。）であって法第５条第１項の許可を受けた

もの以外のものを利用する者（以下「利用者」という。）は、条例、この規則及び指定管理者の
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指示に従うほか、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) サンピラーパークの公園施設であって法第５条第１項の許可を受けたもの以外のものを

汚染し、若しくは損傷し、又はそれらのおそれのある行為をしないこと。 

(２) 他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれのある行為をしないこと。 

（原状回復の義務） 

第７条 利用者は、その利用が終了したときは、使用した施設設備を原状に回復しなければならな

い。条例第６条の４第１項又は第２項の規定により利用の承認を取り消され、又はその利用を制

限されたときも、同様とする。 

（知事による管理） 

第８条 条例第14条第１項の規定により知事がサンピラーパークの管理に係る業務を行う場合に

おいては、第２条中「条例第２条に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事

と協議して」とあるのは「知事が」と、第４条中「同条第１項に規定する利用料金（以下「利用

料金」という。）」とあるのは「条例第14条第２項の規定により読み替えられた条例第12条の２

第１項の使用料（以下「使用料」という。）」と、第５条中「利用料金」とあるのは「使用料」

と、第６条中「指定管理者」とあるのは「知事」とする。 

附 則 

この規則は、平成18年11月11日から施行する。 

附 則（平成21年11月13日規則第96号） 

この規則は、平成21年11月15日から施行する。 

附 則（平成25年２月１日規則第３号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月31日規則第58号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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別記様式（第３条関係） 
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○北海道立オホーツク流氷公園管理規則 

平成21年11月13日規則第94号 

改正 

平成24年３月30日規則第33号 

平成25年２月１日規則第３号 

令和６年３月29日規則第26号 

北海道立オホーツク流氷公園管理規則をここに公布する。 

北海道立オホーツク流氷公園管理規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北海道立オホーツク流氷公園（以下「流氷公園」という。）の管理に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（その他の施設の利用の期間及び時間） 

第２条 北海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号。以下「条例」という。）別表第１の

２の12の事項の規則で定める期間及び時間は、天候の状況等を考慮して条例第２条に規定する指

定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事と協議して定めるものとする。 

（遵守事項） 

第３条 流氷公園の公園施設（都市公園法（昭和31年法律第79号。以下「法」という。）第２条第

２項に規定する公園施設をいう。以下同じ。）であって法第５条第１項の許可を受けたもの以外

のものを利用する者（以下「利用者」という。）は、条例、この規則及び指定管理者の指示に従

うほか、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 流氷公園の公園施設であって法第５条第１項の許可を受けたもの以外のものを汚染し、若

しくは損傷し、又はそれらのおそれのある行為をしないこと。 

(２) 他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれのある行為をしないこと。 

（原状回復の義務） 

第４条 利用者は、その利用が終了したときは、使用した施設設備を原状に回復しなければならな

い。 

（知事による管理） 

第５条 条例第14条第１項の規定により知事が流氷公園の管理に係る業務を行う場合においては、

第２条中「条例第２条に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）が知事と協議して」

とあるのは「知事が」と、第３条中「指定管理者」とあるのは「知事」とする。 

附 則 

この規則は、平成21年11月15日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日規則第33号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年２月１日規則第３号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月29日規則第26号） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 


